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グロ ー バル化社会と行政法
グロ ーバル ・ ガバナンスヘの日本の学説の対応

グローバル化の下での
主権国家の地位低下
と法学の課題

興津征雄

1 はじめに

て!
―
グローバル化と

じた憲法学者は、 この問題領域における

者らの水を得た魚のよう

かに、 グローパル化に対す

ら］の既存の理論は

する国内法の段階構造とい

していたように、 グローパル化社

とって、 決して約束さ

い。 別稿で述べたように、「日

とし

思われる」;l)からである 3

とどう向

りわけ主

レベルで展開ざれるグローバル・ ガ

？含めるか、 またそ

どう考えるかについて、

と／のグ

日本語で提唱ないし紹介されて

いる見解のサーベイを通じて、

バル化による国

性を強調しつつもなお主権国

り、 グ0ーバル・ ガパ

ある(2)。

樹がドイツの
“

国際的行政法

Onternationales Verwaltungsrecht) "の検討を手がか

りとして提唱している構想である f;) 。 これは、 国家

よるグローパル ・ ガバナン

をも行政法の対象として捉えるが、

をなお重視する

している 7) 。 これは、 グローパル・ ガバナン

スの法的規律を、

3) !¥1! 津征雄「グ0 ー パル行政法とアカウンタビリティ ―—一国家なぎ行政法ぱはたして、 またいかにして可能か―=2014年］浅胆有
紀ほか編『グロ ー バル化と公法・私法関係の再編』（弘文堂、2015年） 47-84頁、49頁。

4) 本稿では、 この言葉を、「集権的な統治機構(government)の存在しない［仕界において、 国境を越えた諸課題iこ対処するため
の国際機関• 国家・企業・自冶体・非政府組織(NGO)· 個人等の諸主体の相互作用の過程ないし枠組みj (典津• 前掲注3) 52 

を意味するものとして用いる。 なお、 後述の斎藤誠のように、 グロ- パル ・ ガパナンスに（怯的）概念としての意味を認めな
い立場もあるが、 そのような論者も、 事吏としてこのような現象が牛じていることは認めるようなので、 本稿では、 立場の違いを
問わずこの言葉を用いることにす

5) 斎藤誠iグロ ー パル化と行政法j磯部力はか編『行政法の新構想I fi政法の基礎坪論J1 (有斐閣、2011年） 339-374貞Q

の書評として、 原田大樹 ― 国際的行政法の発展可能性 一書拌：斎藤誡「グ亡 ー パル化と行政法」」[2012仕］『公共制度設計の基
廃理論.ll (弘文堂、2014年） 95-113頁、 横溝大「行政法と抵触法 ー グ0ーバル化の中の行政法{2)」自研89巻1号(2013年） 128-
141頁。
） 原田大樹「グロ ー パル化時代の公法・私法関係論— ドイツ

―

国際的行政法」論をfがかりとして」[2014年］浅野はか編・荊
掲注3) 17 -46頁a
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(こ

しかし、同じ論

場の差が如実に顕れる。



りとしつつも、国家法秩序とは切り離された形で構

想するものであり、特定の主権国家の国内法に依拠

しないのみならず、グローパル社会における主権国

家の磯能的等価物（グ 0ーバル立憲主義など）をも

措定しない見解である (4)。

2 行政法の国際化

斎藤誡は、「グローバル化のもとでの行政活動の

関係を、登場するアクターによって分類すれば、ま

ずは日本―他国という水平関係と、日本―日本が加

入している国際組織／多回間条約等による多辺的国

際制度、という畢直関係に分けられるJ(348頁8))

とし、自已の理論を、水平関係と垂直関係とに分類

して構成している。狭義には、行政法の国際化は垂

直関係において現れると考えられているようだが、

その前提として、水平関係についても概観してお

く。

(1) 水平関係（公法抵触法論）

水平関係においては、「行政法における抵触法」

すなわち公法抵触法論の可能性を論じ、外国行政行

為の効力、外国法の適用、国内法の固際的適用、お

よび国際的な執行活動について具体的な考察を展開

する (348-361貞）。その考察はきわめて精緻かつ実

証的であり、国際私法との対話のもとで公法抵触法

論を本格的に開拓するものとして、注目に値する。

本稿の関心からt団味深いのは、従来の国際私法に
おいては、国家の関心の高さや国家主権が、公法

（行政法）について抵触法を適用しないことの根拠

として挙げられていたのに対し 9)、斎藤が、国家主

権や自国法の独立性を損なわない形で公法の抵触を

論じていることである。例えば、外国行政行為の国

内法における効力について、「立法というフィルタ

ー」 (353頁）がある場合とない場合とを区別し、前

者すなわち承認の根拠規定が国内法令に佃かれてい

る場合には、日本の実質法の解釈問題となるのに対

し (]52頁）、後者すなわち根拠規定が国内法にない

場合には、「わが国の憲法諸規定との関係を考慮し

た上で」、裁判所による「実質審査の可否も視野に

入れる必要がある」 (353-354頁）10)として、国内法

との止揚を固っている。他にも、外国行政法の国内

適用について憲法上の法治国原理・民主主義原理と

の関係が問われたり (355-356頁）、逆に自困法の固

際的適用について憲法上の人権・法益の実効的保護

の要請が積極的根拠として援用されたり (359

頁） ll)、国際的な執行共助において個人情報保護・

罪刑法定主義・行政手続法などへの注意が喚起され

たり (361頁）する点からも、国内（公）法との整

合性への配慮が見て取れる。

(2) 垂直関係（行政法の国際化）

垂直関係について、斎藤は、「①条約や協定によ

る静態的な経路と、②そうした法源やインフォーマ

ルな官庁間協力を組み込みながらも、より複雑かつ

動態的な、組織・手続からなる「構造」 (wro、パ

ーゼル合意、コーデックス委員会など）による経路」

(363貞）とに分類し、「条約、協定、そして「構造」

との関係で、国内行政法が変動することを、ここで

は行政法の国際化として広く捉えておく」 (362頁註

(77)) とする。

これは、本稿にいうグローバル・ガパナンスの法

的規律を包摂しうる枠組みであるようにも見える。

しかし、斎藤の意図はそこにはない。斎藤は、論文

の冒頭で「「グローバル・ガバナンス」とか「行政

法のグローバル化」といった概念規定から出発する

のは、いざさか早計であろう」 (339頁註(1)) と冷淡

にあしらって議論を始めたうえ、稿を閉じるにあた

って再び「「国家なぎ法」や「グローバル・ガバナ

ンス」といった旗をまず掲げて進む」 (374頁）こと

の不毛さを駄目押ししているからである。

斎藤の議論は、以下のような筋道をたどる (364

頁）。①従来は固際法と行政法とを隔てていた憲法

が、「開かれた固家」性を許容しているために（日

本国憲法前文 ・98条）、両者の日常的な接触を許容

し、要請する。②しかし、条約を定立するのも、そ

れを執行するのも、裁判所においてそれを解釈する

のも、すべて国家であり、国家以外のアクター（国

際機関、 NGO、私的な墓準定立機関など）が国家に

取って代わることはない。③行政法学は、行政過程

7) 宮野洋一「「グローパル行政法」論の登場 —その背景と意義」横田洋三＝宮野洋紅編『グローパルガバナンスど国連の将来』

（中央大学出版部、 2008年） 323-338頁、藤谷武史「多元的システムにおける行政法学—ーーアメリカ法の観点から」新世代法政策学

研究6号 (2010年） 141-160貞、特に146-158頁、興津• 前掲注3)。

8) 斎藤•前掲注 5) の頁数を指す。以下本節において同じ。

9) 参照、横溝大「グローパル化時代の抵触法」浅野はか編・前掲注3)109-128頁、 110頁。後掲注16)に対応する本文も参照。

10) この点は、横溝• 前掲注5)135-136頁による批判を受けている。

11) 横溝•前掲注 5) 131頁は、「憲法上の考慮は、我が国抵触法学においてはこれまで、どちらかと言うと自国法の国際的遼用の

消極的根拠となると考えられて来た」とする。
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におけるインフォーマルな手法や私的団体によ

政権の行使の扱いをすでに理論化し、一定の方向性

を示してきたため、グローパル化への対応もその延

こうして斎藤は、民宅主義原理およ

の双方から、「行政法の国際化ーが対応すぺき課題

を指摘していくのであるが、そ

国法秩序から

単位の正統性や権利保護）であり

社会やグローパル社会におけ

構想するという発想は稀薄であるように見受けられ

る（ただし、条約に基つく二次立法の手続透明化や正

（行政）法化するという戦略をそ

考えてもよいのではないだろうか。

3 国際的行政法

原田大樹は、 ドイツ

を追跡しつつ、ドイツで強調される

として

と、むしろドイツでは評価の低い「抵触法的解決」

の二本立てで、グワーバル化に対応しうる行政法的

枠組みを構築しようとする。そして、それら

もたらす

統性に言及する箇所もある (366頁 ・:357頁））もこのよ て

うに、斎藤は、議論の構造上自国法の独立性から出

一般の利害関しが前面に現れやすい垂直関係におい

ても、主権国家の論理（ただしそれは「開かれたニ

上権国家ではあるが）に忠実であろうとする。これ

は、主権国家の社会統合機育セ・

し、国際法と国内法との間に「憲法という

(372頁）を置くことにJ::って、グローパル化がもた

らす不純物を国内法秩序に到達する前に取り除こう

とずる発想に立つものであると解ざれ、国内公法の

内側から守りを固める戦略だといえよう

しかし、国内法は国際法上の義務違反を正当化す

る理由にはならず、とりわけ多辺的制度や

がかかわる垂直関係において、

ることがどごまででぎるかは、開題となろう。田際

レベルでなされた決定と自

じ

していないが、

るある種の拒否権や、

ならば、後述 (3(2)) のとおり多辺的制度や

ぎなくなってしまうのではないか

もある（もっとも、 t権国家の側で拒否
権や離脱の可能性を保持しておくことが、グロ←t パ

ル・レベルでの正統性や権利保護の増強を要請する契

ローパル・レベルと国内レ

止めるならば、グローバル・ガバナンスそのものを

えよう。

(1) 連携と抵触法

まず、連携 (Verbund)の概念は、

管理・統治過程が結びつく

形成の段階において

その執行の段階においては各国行政機関相

し

を媒介にすれば、グロ-—パル・ガパナンス

的規律の対象とすることも可能となるように見え

る。ただし、 ドイツの国際的行政法論は連携の単位

とし

権限

頁）、いくら

バル・ガバナンスの中

グロー

想定はなされていないものど思われる。

次に、抵触法的解決は、

おいて自

必要が生じ

にしま、かつてのK・ ノイマイ

り、否定的な評価が強か

12) ただし、③に関連して、原田大樹「グローパル化と行政法」高木光＝宇賀克也編『行政法の争点』（有斐閣、 2014年） 12-13貞

は、民営化論とグ0ーパル化のそれぞれにおける団家の位置づけには「大きな構造的相進が見られる」 (13頁）と指摘する。

13) 藤谷武史「グローパル化と公法・私法の再編ーーグローパル化の下での法と統治の新たな関係」 [2014年］浅野ほか編・前掲沖

3) :333.353貞、 361貞（ただし同頁註(72))。EUにおいては、加盟国の国内裁判所がEじにおける基本権保障の不十分さについて国

内憲法の観点から憐鐘を発したこと（トイツ連邦憲法裁判所のSolange決定）が、 EUレベルでの某本権保障の批充（どりわけEじ

基本権憲章の採択）につながったという経緯がある。参照、伊藤洋一「EC法の国内法に対する優越(3)-EC法と悪法規範」法教

266号 (2002年） 121」28頁、同「EU基本権憲章の背景と意義」法時74巻4号 (2002年） 21-28頁。

14) 原田• 前掲注6)の貞数と指す。以ド本節において同じこ

グローパル化と法の変容—-81



グローパルな政策基

準を反映させることが、民主政的正統性を有する立

じざせるからであ

る (36頁）。

(2) 

（市場による正統化）と、

（民主政的正統

す危険性については、

したので、ここでは、

コメントを付す。

よれば、グローパル化において

ょ

「いつでも自 ぎ入

れて制度化することができる」 (43頁） 「グロ

とする—元的

とどめ」ることが

も

15) 原田は、かつての抵触法中心の議論を 近時の議論を と訳し分けていろ

rn) 前掲注9)およびそれに対応する本文も参照さ

17) この問題は、つどに原田大樹―多元的システムにおける正統性概念」 [2012年1 原田•前摺注 5) 49-94頁で検討ざれていた。

18) 原田大樹「多元的システムにおける行政法学」 [2010年J 原田•前掲注 5) 8-48頁、

19) 飩『征雄「書評原田大樹著「公共制度設計の甚礎理論』」季刊行政管理研究147号 (2014年}54-60頁、 57-58頁。同書評では、

標記著薯のほか、原田• 前掲注 6) の初出である同「グローパル化時代の公法・私法関係論~ ドイツ「国際的行政法」南を手が

かりとして」東社65巻2号 (2014年） 9-33頁を検討の対象とした。

加） 「補完的正統化要素Jどしては、グローパル・レベルにおける公開の I討議・参加」、政策の―成果・結果」、二国間または多国

間の協力関係における相互の「信頷Jが挙げられている (38頁）。

21) 原田• 前椙注12)

82-—炉法律時報88巻 2 号



語弊を恐れずにまとめれば、国家はグローパルな

政策形成過程に介入するのもそこから離脱するのも

自由自在であるから、国家意思（条約）に基づいて

設立された国際機関が決定を行う場合も、国家意思

とは無関係に設立された民間の主体が決定を行う場

合も、等しく国家（国民）を淵源とする民主政的正

統性に包摂される、というイメージを描くもののよ

うである (44頁註030)も参照）。 しかし、国家がその

ような（不）介入オプションを有しており、かつ、

それを自由自在に行使しうるという前提は、グロ

バルな政策実現過程を説明するのに適合的だろう

か。

もちろん、前述 (2(2))のとおり、国家がそうし

たオプションや拒否権を保持しておくことが、グロ

ーパル・レベルでの正統性や権利保護の強化に向け

たプレッシャーとなることもある。しかし、国家が

あまりに自分勝手に振る舞えば、グローバルな政策

実現の枠組みそのものが成り立たなくなってしまう

から22)、オプション・拒否権行使の要件や限界、そ

の統制の方法は相当慎重に設定する必要があるよう

に思われる23)(民間の主体がグローパルな任務を担う

場合には、私的自治や結社の自由にも配慮する必要が

あろう 24))。現実問題としても、国際的な経済規

制・市場規制からの階脱は、当該市場からの退場を

意味し、しばしば禁止的なコストを伴うため、「国

内立憲主義が政策実現を通じたコントロールを保持

するという見込みは、限定されたものである」2~) と

の批判も存するところである。

このように、グローバル・ガバナンスにおける正

統性を国家に一元的に還元する試みには、なお課題

が多い。そこで節を改めて、正統性を国家から切り

離す構想を検討する。

4 グローバル行政法

グローバル行政法は、グローバル・ガバナンスそ

れ自体を行政法に由来する諸法理（とりわけアカウ

ンタビリティ、透明性、参加などの手続法理）をもっ

て規律しようとする構想である。これまでに検討し

た二つの見解とは異なり、どこか特定の主権国家の

国内（行政）法に依拠するわけではないが、かとい

って、グローバル立憲主義のようにグローバル社会

の一元的な構成原理を措定するものでもない26)。グ

ローバル行政法の全体像については先行研究に譲

り27)、ここでは正統性問題に絞って、グローパル行

政法に寄せられた批判とそれに対する応答を見る。

(1) 人民主権原理の不在

グローバル社会ないし国際社会の統治構造（グロ

ーパル・ガバナンス）を一元的・統一的に秩序づけ

る構成原理、またはそのような描成原理があるべぎ

だとする主張をグローバル立憲主義と呼ぶとする

22) 参照、中谷和弘「国際関係の変動、国際法の展開と国内法の対応」道垣内弘人編『岩波講座現代法の勧態4国際社会の変勤と

法』（岩波古店、 2015年） 3-24頁（国際法卜この義務履行に関する国内法の対応を、日本の実例（必ずしも迅速・適切なものばかり

ではない）に即して分析し、困際法違反が国際社会の利益や国益を損ないかねないことを指摘する）。

23) 民主主義原理に基づく拒否権留保の実例として、村西良太「財政• 金融のグローバル化と議会留保―ドイツ公法学から見た

欧州債務危機の諸相J[2014年］浅野はか編・前掲注3)149-187頁（グローバルな政策決定における強すぎる拒否権に懸念を示す
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